
事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

④市長の約束 

要求額増減理由 

新規事業に伴うアンケートなどの通信運搬費の増 

成果 

情報公開審査会等の開催。各種訴訟に対する対応。法令関係の整備等々。 

実施方針 

事業名 

H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

各種訴訟に対する対応。 評価区分 

計画・実績・見込 

コスト 成果 

情報公開対応、例規集の整備ほか文書行政事務。訴訟対応。 

H21実績 

事業概要 

③事業評価

　今後の方向性 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

条例等の整備、情報公開制度の運用など行政運営の基盤を整備する 

13,935 67,930 81,865 

0 

67,705 62,535 

その他 0 

県支出金 0 

62,535 財務部査定どおり 
5,170千円を、20170訟務事務事業へ 

財源内訳 

国庫支出金 0 

起債 

市長査定額 査定の考え方 

歳出 67,930 81,865 13,935 67,705 事業実績により積算内容を精査 
事務費は例年と同額 

○ 

事業費（人件費除く） 財務部査定額 査定の考え方 

目 1 一般管理費 

H23要求額 増減 

金額の単位は、千円 

事業名 20150 総務行政事務費 

款 2 総務費 項 1 総務管理費 

予算要求課 企画管理部　総務課 内線　　　　２４５４ 

新規 継続 拡大 縮小 

H22当初予算額



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容

　公文書館の位置を指し示す看板を設置するため増額する。 

④市長の約束 

１１ 多様な媒体を活用して行政情報の公表、公開、提供を行い、情報公開日本一を目指します。 

要求額増減理由 

・市民が、知りたい行政情報を迅速に得られるよう、提供媒体の整備を行います。 

成果

　公文書館を平成２２年８月１０日に開館し、市民に情報提供を行っている。

　利用者数　（人） - 100 200 実施方針 

事業名 

H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

評価区分 

計画・実績・見込 

コスト 成果

　公文書館の維持管理を行うための主な経費 

H21実績 

公文書館運営事業 

事業概要 

③事業評価

　今後の方向性 

①行政情報の提供 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画

　公文書館の維持管理 

７構想の着実な推進をめざして 

（１）市民参画 

ソフト 

事業の目的 ①総合計画 

平成17年の合併町村において作成した永久保存文書等を集約するとともに、高山町時代からの永久保存文 
書等を適正に保存し、高山市の歴史を後世に残す。 

構想の着実な推進をめざして 

市民参画 

（１）市民と行政が協働してまちづくりに取り組む 

954 2,610 3,564 

0 

2,380 2,380 

その他 0 

県支出金 0 

2,380 財務部査定どおり 

財源内訳 

国庫支出金 0 

起債 

市長査定額 査定の考え方 

歳出 2,610 3,564 954 2,380 H22年度の事業実績により、積算内容を精査 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

財務部査定額 査定の考え方 

目 1 一般管理費 

事業名 20160 公文書館管理費 

款 2 総務費 項 1 総務管理費 

予算要求課 企画管理部　総務課 内線　２４５３ 金額の単位は、千円



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

対象職員の減 

内線2454　　　 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 企画管理部総務課 

人事管理費 

事業名 20200 職員健康管理費 

1 総務管理費 目 2 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 13,729 13,303 △ 426 13,268 職員数の減による受診見込みで積算内容を精査 13,268 財務部査定どおり 

財源内訳 

国庫支出金 

13,729 13,303 △ 426 13,268 

県支出金 0 

0 

その他 0 

起債 0 

13,268 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

労働安全衛生法等に基づく職員の健康管理の実施 

1,318 

事業概要 

③事業評価 

職員定期健康診断 
事業名

　今後の方向性 

計画・実績・見込 H22見込 H23計画 

コスト 成果

　職員定期健康診断対象者数 

H22当初予算額 

予防接種、メンタル相談 

保健室の運営管理 

H21実績 

④市長の約束 

要求額増減理由 

職員の健康保持 

成果 

1,321 1,291 実施方針 

コスト・成果ポ 
ジション 

評価区分



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

内線2454　　　　　 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 企画管理部総務課 

人事管理費 

事業名 20205 職員福利事務費 

1 総務管理費 目 2 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 1,020 959 △ 61 930 職員数の減による 930 財務部査定どおり 

財源内訳 

国庫支出金 

1,020 959 △ 61 930 

県支出金 0 

0 

その他 0 

起債 0 

930 

事業の目的 ①総合計画 

地方公務員法等に基づく職員の福利厚生事業の実施 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業概要 

③事業評価 

職員のインフルエンザ予防接種など職員福利厚生 
事業名

　今後の方向性 

評価区分 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

インフルエンザ予防接種者数 125 720 650 実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由 

対象職員の減 

職員の健康保持 

成果



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

育児休業職員の増加に伴う代替賃金の増額。 
総務等事務の委託にかかる増。（22年度、23年度の２ヶ年度で委託項目を段階的に増やすこととしていたた 
め） 

職員採用試験および職員昇任試験を行い、優秀な人材の確保、任用を行っている。 

H22見込 

要求額増減理由 

事業概要 

育児休業や公務災害などへの対応。被服の貸与。 
給与・共済事務等の委託。 
職員採用試験及び職員昇任試験の実施。 

H23計画 

82,972 

地方公務員法等に基づく職員の人事管理を実施するもの。 

その他 

②　行政能力の向上 

金額の単位は、千円 

82,972 

構想の推進 

行財政運営 

（１）　簡素で効率的な行政運営を行う 

成果 

計画・実績・見込 H21実績 

H22当初予算額 

①総合計画 事業の目的 

事業名 

2 目 2 1 総務費 総務管理費2455 

査定の考え方 

歳出 12,800 

増減 

80,972 

財務部査定額 H23要求額 事業費（人件費除く） 

○ 

人事管理費 

人事管理事務費 

予算要求課 内線　２４５６ 企画管理部　総務課 

縮小 

款 項 

新規 

20210 

拡大 継続 

12,800 80,972 

0 

0 

83,181 70,381 

0 

0 

財源内訳 

70,381 83,181 

県支出金 

起債 

国庫支出金 

事業実施の課題 

査定の考え方 

財務部査定どおり 
事業内容の精査 

市長査定額 

育児休業者の増加に対応する賃金を増 
給与事務委託の業務拡大 

成果 

評価区分 

②実施計画・中期財政計画 

③事業評価 

人は全ての営みの原点であり、力であることを確認し、人材を人財として活用し、それぞれが責任をもっ 
て行動する意識改革を図ります。 

１０　市民のための行政改革を断行します。 

④市長の約束

　今後の方向性 

コスト・成果ポ 
ジション 

実施方針 

事業名 

コスト



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

内線　2455 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 企画管理部　総務課 

人事管理費 

事業名 20220 行政改革推進事業費 

1 総務管理費 目 2 款 2 

構想の推進 

②　行政能力の向上 

（１）　簡素で効率的な行政運営を行う 

行財政運営 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

（２）　行財政運営 

７　構想の着実な推進をめざして 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

ソフト

職員資質向上事業

　行政改革の実効性を高め、市民サービスの向上、地域の活性化につなげるためには、なぜ、いま、どんな改革に取り組むのかを、市民理解のうえで実施することが必要です。だか 
らこそ、行財政の状況、組織体系、事務事業などを市民に十分説明し、徹底的にムダを省く改革を、市長がリードしてスピード感を持って断行します。 

10　市民のための行政改革を断行します 

成果 コスト 

歳出 523 1,260 737 1,260 要求どおり 
行政改革推進委員会を10回開催する経費 

1,260 財務部査定どおり 

財源内訳 

国庫支出金 

523 

その他 

起債 

0 

1,260 737 1,260 

0 

県支出金 0 

0 

1,260 

②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

高山市第５次行政改革大綱の推進 

事業概要 

③事業評価

　高山市第５次行政改革大綱の推進及び市民からの提言等の審議 
事業名

　今後の方向性 

市民意見を反映した行政改革の推進 

コスト・成果ポ 
ジション 

評価区分 

実施方針 

行政改革推進委員会の実施　（回） 5 2 10

　　平成23年度より、政策検討市民委員会などからの提言内容の審議を実施 

④市長の約束 

要求額増減理由 

職員削減や事務事業の見直しによる簡素で効率的な行政運営と市民サービスの向上 

成果 

H22当初予算額

　行政改革推進委員会開催回数の増 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 

事業実施の課題



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

要求額増減理由 

研修内容の見直しによるもの 

自主研修　参加者　（人） 80 70 75

　行政課題への対応や、職務遂行に必要な知識・技術の習得 

成果 

派遣研修　参加者　（人） 184 180 

230 250 

180 

④市長の約束 課題別研修　参加者　（人） 974 1,000 1,000 

階層別研修　参加者　（人） 234 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 

事業概要 

③事業評価 

事業名 職員資質向上事業
　今後の方向性 

人材育成基本方針にある、職員に求められている能力を各自が 
自覚し、必要な能力を伸ばすことができる階層別研修を各自選択 
できるカフェテリア研修を多く取り入れ、計画的に職員全体の資 
質の向上を図る。 

評価区分 Ⅲ 

コスト・成果ポ 
ジション 増加 

コスト 成果 

実施方針 

②　行政能力の向上 

職員資質向上事業 

拡大 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

７　構想の着実な推進をめざして 

（２）　行財政運営 

ソフト 

事業の目的 ①総合計画 

人材育成基本方針に基づき、高山市職員に求められる力を育成するための研修の実施 

構想の推進 

行財政運営 

（１）　簡素で効率的な行政運営を行う 

その他 1,384 1,384 1,494 1,494 

県支出金 0 

財源内訳 

国庫支出金 

起債 

21,000 21,699 

査定の考え方 

699 

23,587 財務部査定どおり 

0 

0 

歳出 21,000 23,083 2,083 23,587 消防職員研修の白川村派遣分について増額 
白川村から同額の負担金を収入 

市長査定額 

22,093 

財務部査定額 査定の考え方 

22,093 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

3 職員研修費 

新規 継続 拡大 縮小 

事業名 20300 職員研修費 

金額の単位は、千円 

10　市民のための行政改革を断行します 

人は全ての営みの原点であり、力であることを確認し、人材を人財として活用し、それぞれが責任をもって行動する意識改革を図ります。 

職員の級に応じた階層別研修、市民協働の推進等それぞれの課題解決のための課題別研修、各業務におけ 
る専門的知識収得のための派遣研修の実施 

款 2 総務費 項 1 総務管理費 

予算要求課 企画管理部　総務課 内線　２４５６ 

目



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

派遣者数 国　（人） 

地方公共団体　（人） 

海外　（人） 

その他　各種団体　（人） 

内線　２４５６ 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 企画管理部　総務課 

職員研修費 

事業名 20305 職員派遣研修費 

1 総務管理費 目 3 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 45,300 48,773 3,473 41,800 海外派遣を1ヵ所増に対応 
国内派遣は、5ヵ所減 

25,800 海外派遣に係る経費を、海外戦略推進費へ組替 

財源内訳 

国庫支出金 

38,850 42,323 3,473 38,350 

県支出金 0 

0 

その他 6,450 6,450 0 3,450 

起債 0 

25,800 

行財政運営 

（１）　簡素で効率的な行政運営を行う 

②　行政能力の向上 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

人材育成基本方針に基づき、高山市職員に求められる力を育成するための派遣研修の実施 

構想の推進 

７　構想の着実な推進をめざして 

（２）　行財政運営 

ソフト

職員資質向上事業 

事業概要 

③事業評価 

10　市民のための行政改革を断行します 

職員の派遣・人事交流 
事業名 職員資質向上事業

　今後の方向性

　行政改革大綱に基づき職員数を計画的に削減しているため、 
合併当初と比べ人員の余裕がなくなっている。そのため、外部へ 
の派遣については真に有効な派遣先を見極めていく必要があ 
る。研修については、更に内部の人材を活用するなどコストの縮 
減を図る必要がある。 

評価区分 Ⅲ 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

中 

④市長の約束 

要求額増減理由 

成果 

高度な専門知識を有する職員の育成、及び組織において中核となる職員としての活用 

14 
人は全ての営みの原点であり、力であることを確認し、人材を人財として活用し、それぞれが責任をもって行動する意識改革を図ります。 

8 

中 
実施方針 「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要 5 7 7 

派遣先内容の見直しによるもの 

4 

4 5 

2 3 

4 

11



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

内線　２４５６ 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 企画管理部　総務課 

恩給及び退職年金費 

事業名 21200 退職年金等給付費 

1 総務管理費 目 12 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 2,440 2,319 △ 121 2,319 要求どおり 2,319 財務部査定どおり 

財源内訳 

国庫支出金 

2,440 2,319 △ 121 2,319 

県支出金 0 

0 

その他 0 

起債 0 

2,319 

事業の目的 ①総合計画

　昭和37年12月以前に退職した者に対する年金給付事業 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業概要 

③事業評価 

市職員退職金条例に基づく年金の給付（退職年金1名） 
県市町村職員共済組合に対する恩給組合負担金 

事業名
　今後の方向性 

評価区分 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

退職年金対象者　（人） 1 1 1 

県内における旧町村職員恩給組合条例対象者の減に伴う負担金の減 

④市長の約束 

要求額増減理由 

成果 

H22当初予算額 

実施方針



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

情報 

（１）情報社会の恩恵を享受する 

①情報通信技術の活用 

H24年度固定資産税評価替え対応による増 

コスト 成果 

査定の考え方 

積算内容を精査 

80,000 

80,000 

財務部査定額 査定の考え方 

財務部査定どおり 

80,000 

市長査定額 

事業実施の課題 

要求額増減理由 

事務の効率化 

成果 

0 その他 

市税賦課や納税通知書の帳票印刷などの行政事務の電算処理委託化 

16 16 

計画・実績・見込 

予算要求課 内線　２４５７ 企画管理部　総務課 

縮小 

款 項 

新規 

21410 

1 総務管理費 

実施方針 

④市長の約束 

処理業務数 

81,000 

H21実績 H22見込 

17 

H23計画 

2,100 

事業概要 

国庫支出金 

H23要求額 

住民情報を使用した大量の事務処理を、電算機器の活用により短期間かつ正確に実施するもの 

財源内訳 

0 

0 

0 

歳出 

83,100 

県支出金 

起債 

81,000 

拡大 

事業費（人件費除く） 

目 

継続 

2 

事業名 

2,100 

総務費 

増減 

○ 

14 

事業名
　今後の方向性 

評価区分 Ⅲ 

コスト・成果ポ 
ジション 

③事業評価 

金額の単位は、千円 

80,000 

情報化推進費 

行政事務電算処理費 

83,100 

H22当初予算額 

事業の目的 

②実施計画・中期財政計画 

（２）　「すみよさ」のあるまちをめざして 

①総合計画



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

情報 

（１）情報社会の恩恵を享受する 

①情報通信技術の活用 

④市長の約束 

要求額増減理由 

買取機器から借上機器への変更による増 

法改正や機器の老朽化等による電算システム改修委託費の増 

電算システム数 32 33 33 

コスト 

実施方針 「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要 

成果 

高 高 

電子市役所推進事業 

事業概要 

③事業評価 

電算システムの運用管理 
事業名 電子市役所推進事業

　今後の方向性 

電算システムの改修

　行政改革大綱実施計画に記載されている文書管理システ 
ムの導入については、全体のシステムのイメージをはっきり 
とさせた上で、できる限り事務負担が増えないようなシステ 
ムとする必要がある。 

情報セキュリティ対策 

評価区分 Ⅲ 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

新しい技術への対応。 

3　「すみよさ」のあるまちをめざして 

（７）　情報 

ソフト 

事業の目的 ①総合計画

　電子自治体の推進、行政事務の電算化を推進する。電算システム及びネットワークの整備、維持管理、 
効果的な運用を行い、市民サービスの向上と事務の効率化を図る。 

（２）　「すみよさ」のあるまちをめざして 

254,635 254,635 

0 

35,201 

その他 2,041 2,041 1,800 1,800 

起債 

県支出金 262 262 250 250 

0 

財源内訳 

国庫支出金 

238,756 273,957 

歳出 238,756 276,260 37,504 256,685 気象情報自動配信等のメール配信システムの機能 
強化 
GISサービスの負担増 
住民情報システム改修経費の増 

256,685 財務部査定どおり 

H23要求額 増減 市長査定額 査定の考え方 事業費（人件費除く） 

情報セキュリティの向上 

項 1 総務管理費 目 14 情報化推進費 

財務部査定額 査定の考え方 

2 総務費 

事務の効率化 

市民サービスの向上 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

成果 

H22当初予算額 

予算要求課 企画管理部　総務課 内線　２４５７ 

事業名 21415 行政事務電算化推進事業費 

金額の単位は、千円 

款



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

予算要求課 選挙管理委員会 内線　２４５３ 金額の単位は、千円 

款 2 総務費 項 選挙管理委員会費 

事業名 24100 選挙管理委員会運営費 

4 選挙費 目 1 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 1,981 2,338 357 1,961 事務費は前年同額とする 1,961 財務部査定どおり 

0 財源内訳 

国庫支出金 

1,971 2,328 

県支出金 10 10 0 10 10 

0 

その他 0 

起債 

357 1,951 1,951 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

地方自治法に基づく選挙管理委員会の運営 

事業概要 

③事業評価 

選挙管理委員会の開催 
事業名

　今後の方向性 

各種団体総会・研修会出席 

選挙人名簿の調製 

評価区分 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

選挙管理委員会の開催回数（回） 11 実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由

　23年度に県議、市議、農業委員会選挙を執行するため、選挙管理委員会の開催回数が増加 

成果 

各種選挙の円滑な遂行 

11 24



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

予算要求課 選挙管理委員会 内線　２４５３ 

事業名 24200 選挙常時啓発事業費 

金額の単位は、千円 

款 2 総務費 項 4 選挙費 目 2 選挙啓発費 

縮小 

○ 

新規 継続 拡大 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 590 670 80 590 事業費は前年同額とする 590 財務部査定どおり 

0 財源内訳 

国庫支出金 

590 670 

県支出金 0 

0 

その他 0 

起債 

80 590 590 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

若年層を中心とした選挙等に対する関心を高める 

評価区分 

9 

事業概要 

③事業評価 

選挙啓発ポスターコンクールの開催 
事業名

　今後の方向性 

新成人への啓発冊子、誕生日新聞等の配付 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

選挙啓発ポスターコンクール応募数 

H22当初予算額 

17 100 実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由 

各種啓発事業を通じ、政治・選挙への関心を高めることができた 

成果



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

内線　２４５３ 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 選挙管理委員会 

岐阜県議会議員選挙費 

事業名 24303 県議会議員選挙費 

4 選挙費 目 11 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 0 37,750 37,750 34,800 積算内容を精査 34,800 財務部査定どおり 

0 財源内訳 

国庫支出金 

0 0 

県支出金 37,750 37750 34,800 34,800 

0 

その他 0 

起債 

0 0 0 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

任期満了による岐阜県議会議員一般選挙の執行 

事業概要 

③事業評価 

任期満了日：平成23年4月29日 
事業名

　今後の方向性 

投票区：72ヶ所 

期日前投票所：10ヶ所 

評価区分 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由 

成果



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

内線　２４５３ 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 選挙管理委員会 

市議会議員選挙費 

事業名 24304 市議会議員選挙費 

4 選挙費 目 12 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 0 85,802 85,802 84,400 積算内容を精査 84,400 財務部査定どおり 

0 財源内訳 

国庫支出金 

0 85,802 

県支出金 0 

0 

その他 0 

起債 

85802 84,400 84,400 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

任期満了による高山市議会議員一般選挙の執行 

事業概要 

③事業評価 

任期満了日：平成23年4月30日 
事業名

　今後の方向性 

投票区：72ヶ所 

期日前投票所：10ヶ所 

評価区分 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由 

成果



事業別予算概要 一般会計 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

内線　２４５３ 金額の単位は、千円 

総務費 項 

予算要求課 選挙管理委員会 

農業委員会委員選挙費 

事業名 24306 農業委員会委員選挙費 

4 選挙費 目 9 款 2 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

歳出 0 14,953 14,953 13,400 積算内容を精査 13,400 財務部査定どおり 

0 財源内訳 

国庫支出金 

0 14,953 

県支出金 0 

0 

その他 0 

起債 

14953 13,400 13,400 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

任期満了による高山市農業委員会委員選挙の執行 

事業概要 

③事業評価 

任期満了日：平成23年7月19日 
事業名

　今後の方向性 

選挙区：5ヶ所 

投票区：10ヶ所 

評価区分 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由 

成果


